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経営環境と業績
●金融経済環境
当連結会計年度のわが国経済は、新型コロナウイルス感
染症の影響が続く中、基調としては緩やかな回復をたどり
ましたが、経済活動の抑制などで見通しが立たない厳しい
状況が続きました。この間、企業の生産活動は、一部で供
給制約などの影響があったものの、輸出の持ち直しととも
に堅調に推移しました。個人消費は、雇用・所得環境の改
善を背景に底堅く推移しましたが、感染拡大防止のための
行動制限の影響を受けたサービス関連では浮き沈みの目立
つ展開となりました。期末にかけては、供給制約や原材料
価格の上昇に加えて、ロシア・ウクライナ情勢の影響拡大
による資源・エネルギー価格の上昇をはじめとする世界的
インフレや米国の金融引き締めの影響が懸念され、世界経
済の先行きに対する不確実性が高まる中で期を終えること
となりました。

●営業の経過および成果
当行グループは、第７次中期経営計画「Phase

Change 2020」（2020年度～2022年度）に基づき諸施
策を推進した結果、当連結会計年度の業績は次のとおりと
なりました。

（連結）
（主要勘定）
主要勘定については、預金及び譲渡性預金は、個人預金
を中心に前連結会計年度末比2,684億円増加して、８兆
9,563億円となりました。
貸出金は、新型コロナウイルス感染症拡大に備えた資金
調達が一巡したものの、中小企業向け貸出を中心に増加し
たことから、前連結会計年度末比806億円増加して、６兆
1,401億円となりました。
有価証券は、市場動向を注視しつつ、適切な運用に努め
ました結果、前連結会計年度末比1,919億円減少して、３
兆380億円となり、時価会計に伴う評価差額（含み益）
は、前連結会計年度末比1,422億円減少して、8,816億円
となっております。
また、総資産は、前連結会計年度末比629億円減少し

て、12兆2,109億円となり、株主資本は、利益剰余金が
増加したことにより、前連結会計年度末比130億円増加し
て、4,766億円となりました。

（経営成績）
損益状況につきましては、資金運用収益については、有
価証券利息配当金を中心に前連結会計年度比50億５百万
円増加して、818億73百万円となりました。また、役務
取引等収益については、資産運用や相続・資産承継などの
個人向けコンサルティングや、М＆Ａやビジネスマッチン
グ、ＳＤＧｓ・ＥＳＧ経営サポートなどの法人向けコンサ
ルティングの強化により、前連結会計年度比17億62百万
円増加して、204億82百万円となりました。
一方で、営業経費については削減に努め、前連結会計年

度比11億55百万円減少して、557億50百万円となりまし
た。
なお、当連結会計年度末の貸倒引当金については、新型
コロナウイルス感染症の先行きが不透明な状況が続いてい
ることを踏まえて計上しております。

これらの結果、連結経常利益は、前連結会計年度比54
億10百万円増加して、291億76百万円となり、親会社株
主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度比37億60百
万円増加して、206億21百万円となりました。
セグメント別の業績については、当行グループの中心で
ある銀行業において、セグメント利益（経常利益）は、前
年度比54億59百万円増加して260億84百万円となりまし
た。また、その他において、セグメント利益は、前年度比
46百万円減少して31億５百万円となりました。

（キャッシュ・フロー）
キャッシュ・フローにつきましては、当連結会計年度に
おける営業活動によるキャッシュ・フローは、預金の増加
等により372億円のプラス（前連結会計年度は１兆4,375
億円のプラス）となりました。
投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売

却・償還等により667億円のプラス（前連結会計年度は
821億円のプラス）となりました。
財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払い
により、49億円のマイナス（前連結会計年度は45億円の
マイナス）となりました。
この結果、現金及び現金同等物の残高は、当連結会計年
度において991億円増加し、２兆6,609億円となりまし
た。

（単体）
主要勘定については、預金及び譲渡性預金は、前事業年
度末比2,708億円増加の8兆9,878億円となりました。
貸出金は、前事業年度末比797億円増加して6兆1,489

億円となりました。
有価証券は、前事業年度末比1,907億円減少して3兆

421億円となりました。このうち時価会計に伴う評価差額
（含み益）は、前事業年度末比1,420億円減少して8,811
億円となっております。

次に損益状況については、銀行の本業利益を表す実質業
務純益は、資金利益や役務等利益の増加、経費の削減など
により、前年度比80億53百万円増加して369億24百万円
となりました。一方で、経常利益は、与信関連費用が増加
したため260億84百万円となり、これらの結果、当期純
利益は、前年度比38億40百万円増加して187億18百万円
となりました。
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主要な経営指標の推移
●連結経営指標 （単位：百万円）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度
連結経常収益 110,232 133,539 113,823 108,156 127,422
連結経常利益 26,931 45,184 29,232 23,765 29,176
親会社株主に帰属する当期純利益 19,323 31,681 20,383 16,860 20,621
連結包括利益 174,300 △76,981 △8,475 337,633 △70,512
連結純資産額 932,365 850,934 834,987 1,168,153 1,090,316
連結総資産額 9,478,592 9,665,127 10,078,463 12,273,908 12,210,967
連結ベースの1株当たり純資産額 12,311.25円 11,232.14円 11,014.90円 15,413.67円 14,465.91円
連結ベースの1株当たり当期純利益 255.89円 419.57円 269.81円 223.03円 272.82円
連結ベースの潜在株式調整後1株当たり当期純利益 255.46円 418.78円 269.41円 222.78円 272.55円
連結自己資本比率（国内基準） 11.39％ 11.58％ 11.43％ 11.72％ 12.11％
連結自己資本利益率 2.29％ 3.56％ 2.42％ 1.68％ 1.83％
連結株価収益率 23.21倍 11.03倍 12.74倍 30.53倍 19.60倍
営業活動によるキャッシュ・フロー 46,997 24,716 115,379 1,437,527 37,289
投資活動によるキャッシュ・フロー △2,165 49,499 40,173 82,176 66,740
財務活動によるキャッシュ・フロー △21,415 △20,533 △7,555 △4,538 △4,918
現金及び現金同等物の期末残高 844,950 898,633 1,046,629 2,561,796 2,660,909
従業員数 3,671人 3,646人 3,562人 3,553人 3,521人
（注）2017年10月1日付で5株を1株に株式併合しております。当該株式併合が2017年度の期首に行われたと仮定して1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益及び潜在株式調

整後1株当たり当期純利益を算出しております。

●単体経営指標 （単位：百万円）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度
経常収益 101,053 124,023 103,913 98,086 117,039
うち信託報酬 - 3 17 12 11
業務純益 20,864 19,598 25,496 26,763 28,921
経常利益 24,338 42,454 26,634 20,625 26,084
当期純利益 18,356 30,029 19,159 14,878 18,718
資本金 42,103 42,103 42,103 42,103 42,103
発行済株式総数 75,840千株 75,840千株 75,840千株 75,840千株 75,840千株
純資産額 920,001 837,088 820,328 1,149,793 1,069,959
総資産額 9,467,206 9,653,833 10,065,875 12,256,073 12,196,727
預金残高 6,888,137 7,092,102 7,123,494 7,996,106 8,319,783
貸出金残高 5,274,185 5,487,531 5,828,449 6,069,212 6,148,969
有価証券残高 3,081,118 2,921,059 2,870,856 3,232,904 3,042,173
1株当たり純資産額 12,177.27円 11,078.10円 10,850.66円 15,202.91円 14,228.46円
1株当たり配当額 36.00円 100.00円 60.00円 60.00円 100.00円
1株当たり当期純利益 243.09円 397.69円 253.62円 196.81円 247.65円
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 242.69円 396.94円 253.23円 196.59円 247.40円
単体自己資本比率（国内基準） 11.01％ 11.18％ 11.02％ 11.24％ 11.59％
自己資本利益率 2.19％ 3.42％ 2.31％ 1.51％ 1.68％
株価収益率 24.43倍 11.64倍 13.56倍 34.60倍 21.60倍
配当性向 24.68％ 25.14％ 23.65％ 30.48％ 40.37％
従業員数 3,456人 3,423人 3,378人 3,380人 3,345人
信託財産額 - 517 3,178 4,170 4,533
信託勘定貸出金残高 - - - - -
信託勘定有価証券残高（信託勘定電子記録
移転有価証券表示権利等残高を除く。） - - - - -

信託勘定電子記録移転有価証券表示権利等残高 - - - - -
（注）1．2017年10月1日付で5株を1株に株式併合しております。これに伴い発行済株式総数は303,362千株減少して75,840千株となっております。

2．2017年10月1日付で5株を1株に株式併合しております。当該株式併合が2017年度の期首に行われたと仮定して1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益及び潜在株式
調整後1株当たり当期純利益を算出しております。

3．2017年10月1日付で5株を1株に株式併合しております。2017年度の1株当たり配当額36.00円は、中間配当額6.00円と期末配当額30.00円の合計であり、中間配当額
6.00円は株式併合前の配当額、期末配当額30.00円は株式併合後の配当額であります。

4．2018年度の1株当たり配当額100.00円のうち40.00円は特別配当であります。
5．2021年度の1株当たり配当額100.00円のうち5.00円は創立80周年記念配当であります。
6．2020年5月1日付の銀行法施行規則の改正に伴い、2020年度より「信託勘定有価証券残高」に含まれる「信託勘定電子記録移転有価証券表示権利等残高」を区分して表
示しております。なお、2019年度以前の「信託勘定電子記録移転有価証券表示権利等残高」については該当事項はありません。
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